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１．はじめに 
 

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」（以下，「本研究計画」という。）は，地震や火山

に関する研究者集団が内在的動機に基づいて立案した学術研究を統合的に推進し，その成果を活用すること

で災害の軽減に貢献することを目標として，平成26年度からの５か年計画として策定された研究計画であ

る。平成23年の東日本大震災の発生を受け，これまでの「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」の

方針が大幅に見直された。本研究計画では，地震・火山噴火の現象理解と発生予測を目指す研究を中核とし

つつも，それらによる災害誘因*を予測する研究も組織的・体系的に進めることとし，それらの成果を最大限

に活用することで防災・減災に貢献する方針を明確にした。この計画に基づき，関係機関において地震及び

火山の観測研究が実施されてきた。本研究計画は以下の４項目で構成されている。 

 

 １. 地震・火山現象の解明のための研究 

 ２. 地震・火山噴火の予測のための研究 

 ３. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 ４. 計画を推進するための体制の整備 

 

 上記項目のうち，１は地震・火山噴火の発生予測や地震・火山噴火に伴う地震動，津波，火山灰，溶岩流

などによる災害に備えるための基本として重要である地震・火山現象の科学的解明のための研究を行ったも

のであり，次の中項目からなる。 

（１） 地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理 

（２） 低頻度大規模地震・火山現象の解明 

（３） 地震・火山噴火の発生場の解明 

（４） 地震現象のモデル化 

（５） 火山現象のモデル化 

 

 ２は，１で得られた科学的理解に基づき地震と火山噴火の予測を目指した研究を行ったものであり，次の

中項目からなる。 

（１） 地震発生長期評価手法*の高度化 

（２） モニタリングによる地震活動予測 

（３） 先行現象に基づく地震活動予測 

（４） 事象系統樹*の高度化による火山噴火予測 

 

 ３は，地震・火山噴火が引き起こす地震動や津波，火山灰や溶岩流などの災害誘因を予測するための研究

を行うとともに，自然・社会の脆弱性である災害素因*と災害誘因の結びつきを考慮して地震・火山現象によ

る災害事例や災害発生機構を研究し，地震・火山に関する情報を災害軽減に利用するための方策を研究した

ものであり，次の中項目に分けられている。 

（１） 地震・火山噴火の災害事例の研究 

（２） 地震・火山噴火の災害発生機構の解明 

（３） 地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

（４） 地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

（５） 地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化 
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 ４は，計画全体を組織的に推進する体制の整備や，基礎的な観測体制の強化を図るものであり，本研究計

画全体の研究基盤の開発・整備が含まれ，次の中項目に分けられている。 

（１）推進体制の整備 

（２）研究基盤の開発・整備 

（３）関連研究分野との連携の強化 

（４）研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

（５）社会との共通理解の醸成と災害教育 

（６）国際共同研究・国際協力 

 

 本研究の実施に当たり，平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（以下，「東北地方太平洋沖地震」と

いう。），南海トラフの巨大地震，首都直下地震，桜島火山噴火については，多項目に亘る実施計画の遂行

が災害科学の発展に着実に貢献できることや，発生した場合の社会への影響の甚大さから，上記４項目を含

む総合的な研究として重点的に推進した。また，本研究計画の実施期間中，全国の火山で次々と水蒸気噴火

が発生し，中でも平成26年の御嶽山噴火と平成30年の草津白根山（本白根）噴火は多数の死傷者を出す災害

となった。当初の実施計画では，御嶽山の観測研究に取り組む個別課題がなかったが，同年に噴火した口永

良部島と阿蘇山がマグマ性の活動に移行したこともあり，平成27年度から研究課題の一部を再編して，この

３火山の観測研究に統合的に取り組んだ。 

 本研究計画は，国立大学法人等，国立研究開発法人，独立行政法人，政府機関，公設試験研究機関1が策定

した146の実施計画（個別課題）及び公募による17の実施計画（個別課題），拠点間連携共同研究2*としての

12の実施計画（個別課題）からなっている。平成26〜30年度の個別課題の成果は，各年度の年次報告【機関

別】（文部科学省及び地震・火山噴火予知研究協議会3*のホームページに掲載）に取りまとめられている。こ

れらの個別課題による研究成果を基に，本研究計画の項目別に平成30年度の成果を取りまとめたものが本報

告書である。また，平成30年度は５か年計画の最終年度に当たることから，平成26～30年度の成果を改めて

概観し，併せて本報告書に記載した。 

 本報告書では，難解な学術用語をなるべく避け，平易な文章で学術的成果を記述することを心がけて作成

した。しかし，説明が冗長となることを避けるためにやむを得ず専門用語等を使用する場合には，本報告書

付録の「用語解説」4のページで当該用語を解説しているので，必要に応じて参照されたい。 

 また，本報告書では，研究課題を[0101]のように課題番号で示している。それぞれの研究実施機関・研究

課題名・研究代表者については「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（平成30年度）研究課

題一覧」のページを参照されたい。 

                                                   
1 国立大学法人等（北海道大学，弘前大学，東北大学，秋田大学，新潟大学，東京大学，東京工業大学，名古屋大学，京

都大学，鳥取大学，高知大学，九州大学，鹿児島大学，立命館大学，東海大学），国立研究開発法人（情報通信研究機

構，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構，産業技術総合研究所），独立行政法人（国立文化財機構），政府機関（国

土地理院，気象庁，海上保安庁），公設試験研究機関（北海道立総合研究機構，山梨県富士山科学研究所） 
2「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・

共同研究拠点」である京都大学防災研究所が連携して進める共同研究。両拠点の研究者が中核となって研究計画を立て全

国の研究者の参画を募集する「参加者募集型研究」と，両拠点の呼びかけにより研究課題を公募する「課題募集型研究」

からなる。 
3 東京大学地震研究所には，本研究計画で立案された研究を推進する目的で地震・火山噴火予知研究協議会が設置されて

いる。 
4 用語解説に掲載している用語に，下線（点線）と*を付記している。 
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 また，参考資料には［地震・火山噴火予知研究協議会が取りまとめた計画推進部会及び総合研究グループ

等別の成果］を添付した5。これは上記の中項目別あるいは研究テーマ別に学術報告として成果を取りまとめ

たものであり，より詳細な成果が報告されているので参考にされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
5 研究分野ごとに効率的かつ調和的に研究を推進するために，地震・火山噴火予知研究協議会には８の計画推進部会と４

の総合研究グループが設置された。 
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2016年熊本地震:
複雑な地震活動
（P11, 図6）

火山噴火避難
シミュレーション（P24, 図12）

プレート境界の滑り
速度変化（P9, 図4)

巨大地震の強震動予測（P18, 図10）
分野横断型リスク評価（P20, 図11）

津波堆積物調査による
巨大地震発生履歴（P7, 図2）

史料調査と歴史地震
（P6, 図1）

大阪府北部の地震（P26, 図13）
胆振東部地震（P28, 図14）

南海トラフ沿いの固着状態
の時空間変化（P8,  図3）

土地利用変化と災害（P17, 図9）
GISの災害軽減への活用（P43, 図18）

多項目観測で見た火山
活動の推移（p13, 図7）

噴火事象分岐条件（P14, 図8）
噴火事象系統樹（P37, 図17）

日本列島基本構造モデル
（P33, 図16）

巨大地震後の地殻変動と
そのメカニズム（P10,  図5）

巨大地震の発生サイクルと
地殻上下変動（P31,  図15）

 
 
 
  

成果の概要概念図  

 災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究平成30年度成果のまとめ 

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究の全体像を描き，その主要な成果を吹き出しで記述した。

詳しくは吹き出しに記載されたページと図を参照。 


